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市第 132 号議案 

   横浜市市税条例等の一部改正 

 横浜市市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成29年２月14日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市市税条例等の一部を改正する条例 

 （横浜市市税条例の一部改正） 

第１条 横浜市市税条例（昭和25年８月横浜市条例第34号）の一部

を次のように改正する。 

第29条の４中「 100 分の12.1」を「 100 分の 8.4 」に改める。 

第29条の４の２第１項第１号中「12.1分の 2.4 」を「 8.4 分の

2.4 」に改め、同項第２号中「12.1分の 1.2 」を「 8.4 分の 1.2

」に改める。 

第71条第１項及び第２項を次のように改める。 

 軽自動車税は、３輪以上の軽自動車に対し、当該３輪以上の 

軽自動車の取得者に環境性能割によって、軽自動車等に対し、 

当該軽自動車等の所有者に種別割によって、それぞれ当該３輪 

以上の軽自動車及び当該軽自動車等の主たる定置場所在地にお 

いて課する。 

２ 前項に規定する３輪以上の軽自動車の取得者には、法第 443

条第２項に規定する者を含まないものとする。 

第71条第３項中「第 443 条第１項」を「第 445 条第１項」に、 

「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第71条の２中「第 443 条第２項」を「第 445 条第２項」に改め 
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、同条を第71条の３とし、第71条の次に次の１条を加える。 

（軽自動車税のみなす課税） 

第71条の２ 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車

等の所有権を留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収に

ついては、買主を前条第１項に規定する３輪以上の軽自動車の

取得者（以下この節において「３輪以上の軽自動車の取得者」

という。）又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を

課する。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等につい 

て、買主の変更があったときは、新たに買主となる者を３輪以 

上の軽自動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみなして、軽 

自動車税を課する。 

３ 法第 444 条第３項に規定する販売業者等が、その製造により 

取得した３輪以上の軽自動車又はその販売のためその他運行（ 

道路運送車両法（昭和26年法律第 185 号）第２条第５項に規定 

する運行をいう。次項において同じ。）以外の目的に供するた 

め取得した３輪以上の軽自動車について、当該販売業者等が、 

法第 444 条第３項に規定する車両番号の指定（第72条の６第１ 

項第１号において「車両番号の指定」という。）を受けた場合 

（当該車両番号の指定前に第１項の規定の適用を受ける売買契 

約の締結が行われた場合を除く。）には、当該販売業者等を３ 

輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

 ４ 法の施行地外で３輪以上の軽自動車を取得した者が、当該３ 

輪以上の軽自動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供し 

た場合であって、当該３輪以上の軽自動車の主たる定置場が本 
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市の区域内に所在するときは、当該３輪以上の軽自動車を運行 

の用に供する者を３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環 

境性能割を課する。 

第72条の次に次の７条を加える。 

（環境性能割の課税標準） 

第72条の２ 環境性能割の課税標準は、法第 450 条に規定する３

輪以上の軽自動車の取得のために通常要する価額として総務省

令で定めるところにより算定した金額（第72条の４において「

通常の取得価額」という。）とする。 

（環境性能割の税率） 

第72条の３ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課す 

る環境性能割の税率は、当該各号に掲げる率とする。 

(1)  法第 451 条第１項（同条第４項において準用する場合を含 

む。）の規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車 100 分の 

１ 

(2)  法第 451 条第２項（同条第４項において準用する場合を含 

む。）の規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車 100 分の 

２ 

(3)  法第 451 条第３項の規定の適用を受ける３輪以上の軽自動 

車 100 分の３ 

（環境性能割の免税点） 

  第72条の４ 通常の取得価額が 500,000 円以下である３輪以上の

軽自動車に対しては、環境性能割を課さない。 

（環境性能割の徴収方法） 

第72条の５ 環境性能割は、申告納付の方法により徴収する。 
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（環境性能割に関する申告納付） 

第72条の６ 環境性能割の納税義務者は、次の各号に掲げる３輪 

以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで 

に、環境性能割の課税標準額、環境性能割額その他必要な事項 

を記載した申告書を市長に提出するとともに、その申告に係る 

環境性能割額を納付しなければならない。 

(1)  車両番号の指定を受ける３輪以上の軽自動車 当該車両番 

号の指定の時 

(2)  ３輪以上の軽自動車（前号に掲げるものを除く。）で、道 

路運送車両法第67条第１項の規定による自動車検査証の記入 

を受けるべき３輪以上の軽自動車 当該記入を受けるべき事 

由があった日から15日を経過する日（その日前に当該記入を 

受けたときは、当該記入の時） 

(3)  ３輪以上の軽自動車（前２号に掲げるものを除く。） 当 

該３輪以上の軽自動車の取得の日から15日を経過する日 

２ ３輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除 

く。）は、前項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時 

又は日までに、当該３輪以上の軽自動車の取得者の住所、氏名 

その他必要な事項を記載した報告書を市長に提出しなければな 

らない。 

（環境性能割に関する不申告等の過料） 

第72条の７ 市長は、環境性能割の納税義務者又は３輪以上の軽 

自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）が前条の 

規定により申告し、又は報告すべき事項について正当な事由が 

なくて申告又は報告をしなかった場合には、その者に対し、10 
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0,000 円以下の過料を科する。 

２ 前項の過料を徴収する場合に発する納入通知書に指定すべき 

納期限は、その発する日から10日以内とする。 

（環境性能割の減免） 

第72条の８ 市長は、環境性能割の納税者につき、次のいずれか 

に該当する事実があると認めた場合は、環境性能割を減免する 

ことができる。 

(1)  生活保護法の規定による生活扶助を受けるとき。 

(2)  公益上その他の事由により特に減免を必要とするとき。 

２ 前項の規定により環境性能割の減免を受けようとする者は、 

申請書にその事由を証する書類を添え、納期内に市長に提出し 

なければならない。 

第73条から第76条までの規定（見出しを含む。）中「軽自動車 

税」を「種別割」に改める。 

第77条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第

１項中「軽自動車税」を「種別割」に、「本節」を「この節」に 

改め、同条第４項中「第 443 条」を「第 445 条」に、「軽自動車 

税」を「種別割」に、「前各項」を「前３項」に改める。 

第77条の２の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同

条中「第71条第２項」を「第71条の２第１項」に改める。 

第78条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第

１項中「第71条第２項」を「第71条の２第１項」に改める。 

第81条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第

１項中「軽自動車税」を「種別割」に、「各号の一」を「いずれ

か」に改め、同条第２項中「軽自動車税」を「種別割」に改める
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。 

第81条の２の見出し中「軽自動車税にかかる」を「種別割に係

る」に改め、同条中「（昭和26年法律第 185 号）」を削り、「現

に軽自動車税」を「現に種別割」に、「または」を「又は」に、

「かかる軽自動車税」を「係る種別割」に改める。 

附則第16条の２の次に次の４条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第16条の３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、 

 第71条から第72条の６までの規定にかかわらず、神奈川県が、 

自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、行うものとする 

。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第16条の４ 軽自動車税の環境性能割の減免に関する事務は、当

分の間、第72条の８の規定にかかわらず、神奈川県知事が行う

ものとする。この場合において、神奈川県知事は、自動車税の

環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市長が定め

る３輪以上の軽自動車に対して、軽自動車税の環境性能割を減

免するものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付等の特例） 

第16条の５ 第72条の６の規定による申告納付若しくは報告又は

第72条の８第２項の規定による申請については、当分の間、こ

れらの規定中「市長」とあるのは、「神奈川県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第16条の６ 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第72条の３の

規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる規定
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中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第72条の３第１号             100分の１        100分の0.5 

第72条の３第２号             100分の２         100分の１ 

第72条の３第３号             100分の３         100分の２ 

 

２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第72条の３第３号の規

定の適用については、当分の間、同号中「 100 分の３」とある

のは、「 100 分の２」とする。 

附則第17条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加

え、同条第１項中「初めて道路運送車両法第60条第１項後段の規

定による」を「最初の第71条の２第３項に規定する」に改め、「

（以下この条において「初回車両番号指定」という。）」を削り

、「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条第２項から第

４項までを削る。 

（日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第 

６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地

位に関する協定の実施に伴う横浜市市税条例の臨時特例に関する

条例の一部改正） 

第２条 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条 

約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊 

の地位に関する協定の実施に伴う横浜市市税条例の臨時特例に関 

する条例（昭和28年４月横浜市条例第25号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「基き」を「基づき」に改め、「軽自動車税」の次に
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「の種別割」を加える。 

第２条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、 

同条中「または」を「又は」に改め、「軽自動車税」の次に「の 

種別割」を加える。 

第３条第１項及び第２項中「軽自動車税」の次に「の種別割」

を加え、同条第３項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え

、「呈示しなければ」を「提示しなければ」に改める。 

（横浜市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 横浜市市税条例の一部を改正する条例（平成26年６月横浜

市条例第32号）の一部を次のように改正する。 

 附則第８項中「附則第17条第１項」を「附則第17条」に改める

。 

附則第９項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「附

則第17条第１項」を「附則第17条」に、「同項」を「同条」に改

める。 

附則第10項中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「附

則第17条第１項」を「附則第17条」に改める。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年10月１日から施行する。 

（法人の市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の横浜市市税条例（以下「新条例」

という。）第29条の４及び第29条の４の２第１項の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事業

年度分の法人の市民税及び施行日以後に開始する連結事業年度分
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の法人の市民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分

の法人の市民税及び施行日前に開始した連結事業年度分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

３ 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、施行

日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車

税の環境性能割について適用する。 

４ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分、第２条の規

定による改正後の日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における

合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う横浜市市税条例の臨

時特例に関する条例の規定及び第３条の規定による改正後の横浜

市市税条例の一部を改正する条例の規定は、平成32年度以後の年

度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成31年度分までの

軽自動車税については、なお従前の例による。 

  

提 案 理 由  

地方税法等の一部改正に伴い、関係規定の整備を図る等のため、

横浜市市税条例等の一部を改正したいので提案する。 
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 参  考  

横 浜 市 市 税 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行)   

（ 法 人 税 割 の 税 率 ） 

第 29 条 の ４  法 人 税 割 の 税 率 は 、 法 人 税 額 又 は 個 別 帰 属 法 人 税 額 の 

 100 分 の 8.4  
     と す る 。 

 100 分 の 12.1  

（ 法 人 の 市 民 税 の 課 税 の 特 例 ） 

第 29 条 の ４ の ２  次 に 掲 げ る 法 人 （ 法 人 税 法 第 ４ 条 の ７ に 規 定 す る

受 託 法 人 を 除 く 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） に 対 す る 各 事 業 年

度 又 は 各 連 結 事 業 年 度 に お け る 法 人 税 割 額 は 、 前 条 の 規 定 を 適 用

し て 計 算 し た 法 人 税 割 額 か ら 、 当 該 法 人 税 割 額 に 次 の 各 号 に 掲 げ

る 法 人 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 掲 げ る 率 を 乗 じ て 得 た 額

に 相 当 す る 額 を 控 除 し た 金 額 と す る 。 

 (1)  資 本 金 の 額 若 し く は 出 資 金 の 額 が ５ 億 円 未 満 で あ る 法 人 又 は

資 本 金 の 額 若 し く は 出 資 金 の 額 を 有 し な い 法 人 （ 保 険 業 法 に 規 

               8.4 分 の 2.4  
  定 す る 相 互 会 社 を 除 く 。）  
               12.1 分 の 2.4  

 (2)  資 本 金 の 額 又 は 出 資 金 の 額 が ５ 億 円 以 上 10 億 円 未 満 の 法 人 

 8.4 分 の 1.2  
 12.1 分 の 1.2  

  （ 第 ２ 項 省 略 ） 

（ 軽 自 動 車 税 の 納 税 義 務 者 等 ） 

    軽 自 動 車 税 は 、 ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 し 、 当 該 ３ 輪 以 上 
第 71 条 
    軽 自 動 車 税 は 、 原 動 機 付 自 転 車 、 軽 自 動 車 、 小 型 特 殊 自 動 

の 軽 自 動 車 の 取 得 者 に 環 境 性 能 割 に よ っ て 、 軽 自 動 車 等 に 対 し 、 
車 及 び ２ 輪 の 小 型 自 動 車 （ 以 下 軽 自 動 車 税 に つ い て 「 軽 自 動 車 等 

当 該 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 に 種 別 割 に よ っ て 、 そ れ ぞ れ 当 該 ３ 輪 以 
」 と い う 。） に 対 し 、 主 た る 定 置 場 所 在 地 に お い て 、 そ の 所 有 者 

上 の 軽 自 動 車 及 び 当 該 軽 自 動 車 等 の 主 た る 定 置 場 所 在 地 に お い て 
に 課 す る 。 

課 す る 。 
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前 項 に 規 定 す る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 に は 、 法 第 443 条 
２ 

 軽 自 動 車 等 の 売 買 が あ っ た 場 合 に お い て 、 売 主 が そ の 軽 自 動 車 

第 ２ 項 に 規 定 す る 者 を 含 ま な い も の と す る 。           
 等 の 所 有 権 を 留 保 し て い る と き は 、 軽 自 動 車 税 の 賦 課 徴 収 に つ い 

                        
 て は 、 買 主 を そ の 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 と み な す 。 

             第 445 条 第 １ 項        種 別 割 
３  軽 自 動 車 等 の 所 有 者 が 法        の 規 定 に よ っ て 
             第 443 条 第 １ 項        軽 自 動 

    
   を 課 す る こ と が で き な い 者 で あ る 場 合 は 、 第 １ 項 の 規 定 に か 

車 税 

                種 別 割    
 か わ ら ず 、 そ の 使 用 者 に 対 し て 、      を 課 す る 。 た だ し 、 
                軽 自 動 車 税 

 公 用 又 は 公 共 の 用 に 供 す る も の に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。 

 （ 軽 自 動 車 税 の み な す 課 税 ） 
 

第 71 条 の ２  軽 自 動 車 等 の 売 買 契 約 に お い て 売 主 が 当 該 軽 自 動 車 等 
 

の 所 有 権 を 留 保 し て い る 場 合 に は 、 軽 自 動 車 税 の 賦 課 徴 収 に つ い 
 

 て は 、 買 主 を 前 条 第 １ 項 に 規 定 す る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 
 
 （ 以 下 こ の 節 に お い て 「 ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 」 と い う 。
  

 ） 又 は 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 と み な し て 、 軽 自 動 車 税 を 課 す る 。 
 

２  前 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 売 買 契 約 に 係 る 軽 自 動 車 等 に つ い て 
 

 、 買 主 の 変 更 が あ っ た と き は 、 新 た に 買 主 と な る 者 を ３ 輪 以 上 の 
 

 軽 自 動 車 の 取 得 者 又 は 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 と み な し て 、 軽 自 動 車 
 

 税 を 課 す る 。 
 

３  法 第 444 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 販 売 業 者 等 が 、 そ の 製 造 に よ り 取 
 

得 し た ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 又 は そ の 販 売 の た め そ の 他 運 行 （ 道 路 
 

運 送 車 両 法 （ 昭 和 26 年 法 律 第 185 号 ） 第 ２ 条 第 ５ 項 に 規 定 す る 運 
 

行 を い う 。 次 項 に お い て 同 じ 。） 以 外 の 目 的 に 供 す る た め 取 得 し 
 

た ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に つ い て 、 当 該 販 売 業 者 等 が 、 法 第 444 条 
 

第 ３ 項 に 規 定 す る 車 両 番 号 の 指 定 （ 第 72 条 の ６ 第 １ 項 第 １ 号 に お 
 

い て 「 車 両 番 号 の 指 定 」 と い う 。） を 受 け た 場 合 （ 当 該 車 両 番 号 
 

の 指 定 前 に 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 売 買 契 約 の 締 結 が 行 わ れ 
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た 場 合 を 除 く 。） に は 、 当 該 販 売 業 者 等 を ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 
 

取 得 者 と み な し て 、 環 境 性 能 割 を 課 す る 。 
 

４  法 の 施 行 地 外 で ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 を 取 得 し た 者 が 、 当 該 ３ 輪 
 

以 上 の 軽 自 動 車 を 法 の 施 行 地 内 に 持 ち 込 ん で 運 行 の 用 に 供 し た 場 
 

合 で あ っ て 、 当 該 ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 主 た る 定 置 場 が 本 市 の 区 
 

域 内 に 所 在 す る と き は 、 当 該 ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 を 運 行 の 用 に 供 
 

す る 者 を ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 と み な し て 、 環 境 性 能 割 を 
 

課 す る 。 
  

（ 日 本 赤 十 字 社 の 所 有 す る 軽 自 動 車 等 の 非 課 税 の 範 囲 ） 

第 71 条 の ３   第 445 条 第 ２ 項 
      法        の 規 定 の 適 用 を 受 け る べ き 軽 自 動 車 
第 71 条 の ２   第 443 条 第 ２ 項 

 等 は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で 省 略 ） 

（ 環 境 性 能 割 の 課 税 標 準 ） 
 

第 72 条 の ２  環 境 性 能 割 の 課 税 標 準 は 、 法 第 450 条 に 規 定 す る ３ 輪 
 

以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 の た め に 通 常 要 す る 価 額 と し て 総 務 省 令 で 
 

定 め る と こ ろ に よ り 算 定 し た 金 額 （ 第 72 条 の ４ に お い て 「 通 常 の 
 

取 得 価 額 」 と い う 。） と す る 。 
 

 （ 環 境 性 能 割 の 税 率 ） 
 

第 72 条 の ３  次 の 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 し て 課 す る 
 

環 境 性 能 割 の 税 率 は 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 率 と す る 。 
 

 (1)  法 第 451 条 第 １ 項 （ 同 条 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 
 

。） の 規 定 の 適 用 を 受 け る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車  100 分 の １ 
 

(2)  法 第 451 条 第 ２ 項 （ 同 条 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 
 

。） の 規 定 の 適 用 を 受 け る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車  100 分 の ２ 
 

(3)  法 第 451 条 第 ３ 項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 
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  100 分 の ３ 
   

（ 環 境 性 能 割 の 免 税 点 ） 
 

第 72 条 の ４  通 常 の 取 得 価 額 が 500,000 円 以 下 で あ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 
 

動 車 に 対 し て は 、 環 境 性 能 割 を 課 さ な い 。 
 

（ 環 境 性 能 割 の 徴 収 方 法 ） 
  

第 72 条 の ５  環 境 性 能 割 は 、 申 告 納 付 の 方 法 に よ り 徴 収 す る 。 
   

（ 環 境 性 能 割 に 関 す る 申 告 納 付 ） 
  

第 72 条 の ６  環 境 性 能 割 の 納 税 義 務 者 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 
 

上 の 軽 自 動 車 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 時 又 は 日 ま で に 、 
 

環 境 性 能 割 の 課 税 標 準 額 、 環 境 性 能 割 額 そ の 他 必 要 な 事 項 を 記 載 
 

し た 申 告 書 を 市 長 に 提 出 す る と と も に 、 そ の 申 告 に 係 る 環 境 性 能 
 

割 額 を 納 付 し な け れ ば な ら な い 。 
 

(1)  車 両 番 号 の 指 定 を 受 け る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車  当 該 車 両 番 号 
 

の 指 定 の 時 
 

(2)  ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ 前 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。） で 、 道 路 
 

運 送 車 両 法 第 67 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 自 動 車 検 査 証 の 記 入 を 受 
 

け る べ き ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車  当 該 記 入 を 受 け る べ き 事 由 が あ 
 

っ た 日 か ら 15 日 を 経 過 す る 日 （ そ の 日 前 に 当 該 記 入 を 受 け た と 
 

き は 、 当 該 記 入 の 時 ） 
 

 (3)  ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ 前 ２ 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。）  当 該 
    

３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 の 日 か ら 15 日 を 経 過 す る 日 
  

２  ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 （ 環 境 性 能 割 の 納 税 義 務 者 を 除 く 
 

。） は 、 前 項 各 号 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 定 め る 時 又 は 
 

日 ま で に 、 当 該 ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 の 取 得 者 の 住 所 、 氏 名 そ の 他 
 

必 要 な 事 項 を 記 載 し た 報 告 書 を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 
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（ 環 境 性 能 割 に 関 す る 不 申 告 等 の 過 料 ） 
 

第 72 条 の ７  市 長 は 、 環 境 性 能 割 の 納 税 義 務 者 又 は ３ 輪 以 上 の 軽 自 
 

動 車 の 取 得 者 （ 環 境 性 能 割 の 納 税 義 務 者 を 除 く 。） が 前 条 の 規 定 
 

に よ り 申 告 し 、 又 は 報 告 す べ き 事 項 に つ い て 正 当 な 事 由 が な く て 
 

申 告 又 は 報 告 を し な か っ た 場 合 に は 、 そ の 者 に 対 し 、 100,000 円 以 
 

下 の 過 料 を 科 す る 。 
 

２  前 項 の 過 料 を 徴 収 す る 場 合 に 発 す る 納 入 通 知 書 に 指 定 す べ き 納 
 

期 限 は 、 そ の 発 す る 日 か ら 10 日 以 内 と す る 。 
 

（ 環 境 性 能 割 の 減 免 ） 
 

第 72 条 の ８  市 長 は 、 環 境 性 能 割 の 納 税 者 に つ き 、 次 の い ず れ か に 
 

該 当 す る 事 実 が あ る と 認 め た 場 合 は 、 環 境 性 能 割 を 減 免 す る こ と 
 

が で き る 。 
 

(1)  生 活 保 護 法 の 規 定 に よ る 生 活 扶 助 を 受 け る と き 。 
 
(2)  公 益 上 そ の 他 の 事 由 に よ り 特 に 減 免 を 必 要 と す る と き 。 
 

２  前 項 の 規 定 に よ り 環 境 性 能 割 の 減 免 を 受 け よ う と す る 者 は 、 申 
 

請 書 に そ の 事 由 を 証 す る 書 類 を 添 え 、 納 期 内 に 市 長 に 提 出 し な け 
 

れ ば な ら な い 。 
 

種 別 割    
（      の 税 率 ） 

軽 自 動 車 税 

    種 別 割    
第 73 条       の 税 率 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 軽 自 動 車 等 に 対 し 
    軽 自 動 車 税 

 、 １ 台 に つ い て 、 そ れ ぞ れ 次 の 各 号 に 定 め る 額 と す る 。 

 （ 第 １ 号 か ら 第 ４ 号 ま で 省 略 ） 

種 別 割    
（      の 賦 課 期 日 ） 

軽 自 動 車 税      

    種 別 割    
第 74 条       の 賦 課 期 日 は 、 ４ 月 １ 日 と す る 。 
    軽 自 動 車 税 

種 別 割    
（      の 納 期 ） 

軽 自 動 車 税   

    種 別 割    
第 75 条       の 納 期 は 、 ５ 月 １ 日 か ら 同 月 末 日 ま で と す る 。 
    軽 自 動 車 税 
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種 別 割    
（      の 徴 収 方 法 ） 

軽 自 動 車 税 

    種 別 割    
第 76 条       は 、 普 通 徴 収 の 方 法 に よ り 徴 収 す る 。 
    軽 自 動 車 税 

種 別 割    
（      に 関 す る 申 告 義 務 ） 

軽 自 動 車 税 

    種 別 割    
第 77 条       の 納 税 義 務 者 で あ る 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 又 は 使 
    軽 自 動 車 税 

      こ の 節 
用 者 （ 以 下    に お い て 「 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 等 」 と い う 。）  

本 節 

は 、 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 等 と な っ た 日 か ら 15 日 以 内 に 、 次 に 掲 げ 

る 事 項 を 市 長 に 申 告 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 市 

長 は 、 必 要 に 応 じ 、 そ の 者 の 住 所 を 証 明 す べ き 書 類 の 提 示 を 求 め 

る こ と が で き る 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 ７ 号 ま で 、 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 省 略 ） 

   第 445 条       種 別 割    
４  法     の 規 定 に よ り      を 課 さ れ な い 軽 自 動 車 等 の 
   第 443 条       軽 自 動 車 税 

      前 ３ 項 
 所 有 者 は 、    の 規 定 に 準 じ て 、 そ の 旨 を 市 長 に 申 告 し な け れ 
      前 各 項 

 ば な ら な い 。 

（ 第 ５ 項 省 略 ） 

  種 別 割    
（      に 関 す る 報 告 義 務 ） 

軽 自 動 車 税 

    第 71 条 の ２ 第 １ 項 
第 77 条 の ２          に 規 定 す る 軽 自 動 車 等 の 売 主 は 、 市 
      第 71 条 第 ２ 項 

 長 か ら 当 該 軽 自 動 車 等 の 買 主 の 住 所 又 は 居 所 が 不 明 で あ る こ と を 

理 由 と し て 請 求 が あ っ た 場 合 に は 、 当 該 請 求 が あ っ た 日 か ら 15 日 

以 内 に 次 に 掲 げ る 事 項 を 市 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で 省 略 ） 

種 別 割    
（      に 関 す る 不 申 告 等 の 過 料 ） 

軽 自 動 車 税 

                    第 71 条 の ２ 第 １ 項 
第 78 条  市 長 は 、 軽 自 動 車 等 の 所 有 者 等 又 は         に 規 

                  第 71 条 第 ２ 項 

定 す る 軽 自 動 車 等 の 売 主 が 第 77 条 第 １ 項 か ら 第 ３ 項 ま で 又 は 前 条 

の 規 定 に よ り 申 告 し 、 又 は 報 告 す べ き 事 項 に つ い て 正 当 な 事 由 が 

な く て 申 告 又 は 報 告 を し な か っ た 場 合 は 、 そ の 者 に 対 し 、 100,000  
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円 以 下 の 過 料 を 科 す る 。 

 （ 第 ２ 項 省 略 ） 

種 別 割    
（      の 減 免 ） 

軽 自 動 車 税 

        種 別 割             い ず れ か 
第 81 条  市 長 は 、      の 納 税 者 に つ き 、 次 の     に 該 当 
        軽 自 動 車 税           各 号 の 一 

                種 別 割    
す る 事 実 が あ る と 認 め た 場 合 は 、      を 減 免 す る こ と が で 
               軽 自 動 車 税 

 き る 。 

   （ 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 省 略 ） 

          種 別 割    
２  前 項 の 規 定 に よ り      の 減 免 を 受 け よ う と す る 者 は 、 申 
          軽 自 動 車 税 

 請 書 に そ の 事 由 を 証 す る 書 類 を 添 え 、 納 期 内 に 市 長 に 提 出 し な け

れ ば な ら な い 。 

種 別 割 に 係 る     
（          証 明 書 の 交 付 ） 

軽 自 動 車 税 に か か る 

                               
第 81 条 の ２  市 長 は 、 ２ 輪 の 小 型 自 動 車 又 は 道 路 運 送 車 両 法 
                           （ 昭 和 

           
          第 59 条 第 １ 項 に 規 定 す る 検 査 対 象 軽 自 動 車 （ 
 26 年 法 律 第 185 号 ） 

                             現 
以 下 こ の 条 に お い て 「 検 査 対 象 軽 自 動 車 」 と い う 。） に つ い て 

           現 

 に 種 別 割           又 は   
       の 滞 納 が な い 場 合    そ の 滞 納 し て い る こ と が 天 
 に 軽 自 動 車 税         ま た は 

 災 そ の 他 や む を 得 な い 事 由 に よ る も の で あ る 場 合 に お い て は 、 そ 

                     係 る 種 別 割     
の ２ 輪 の 小 型 自 動 車 又 は 検 査 対 象 軽 自 動 車 に         の 

                   か か る 軽 自 動 車 税   

 納 税 義 務 者 の 申 請 に よ っ て 、 そ の 旨 を 証 す る 証 明 書 を そ の 納 税 義

務 者 に 交 付 す る 。 

   附  則 

（ 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 賦 課 徴 収 の 特 例 ） 
 

第 16 条 の ３  軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 賦 課 徴 収 は 、 当 分 の 間 、 第 
 

71 条 か ら 第 72 条 の ６ ま で の 規 定 に か か わ ら ず 、 神 奈 川 県 が 、 自 動 
 

車 税 の 環 境 性 能 割 の 賦 課 徴 収 の 例 に よ り 、 行 う も の と す る 。 
 

（ 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 減 免 の 特 例 ） 
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第 16 条 の ４  軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 減 免 に 関 す る 事 務 は 、 当 分 
 

の 間 、 第 72 条 の ８ の 規 定 に か か わ ら ず 、 神 奈 川 県 知 事 が 行 う も の 
 

と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 神 奈 川 県 知 事 は 、 自 動 車 税 の 環 境 性 
 

能 割 を 減 免 す る 自 動 車 に 相 当 す る も の と し て 市 長 が 定 め る ３ 輪 以 
 

上 の 軽 自 動 車 に 対 し て 、 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 を 減 免 す る も の 
 

と す る 。 
 

（ 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 申 告 納 付 等 の 特 例 ） 
 

第 16 条 の ５  第 72 条 の ６ の 規 定 に よ る 申 告 納 付 若 し く は 報 告 又 は 第 
 

72 条 の ８ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 申 請 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 こ れ ら 
 

の 規 定 中 「 市 長 」 と あ る の は 、 「 神 奈 川 県 知 事 」 と す る 。 
 

（ 軽 自 動 車 税 の 環 境 性 能 割 の 税 率 の 特 例 ） 
 

第 16 条 の ６  営 業 用 の ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 す る 第 72 条 の ３ の 規 
 

定 の 適 用 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 
 

表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す 
 

る 。 
 

第72条の３第１号             100分の１          100分の0.5  

第72条の３第２号             100分の２          100分の１  

第72条の３第３号             100分の３          100分の２  

                              

２  自 家 用 の ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 す る 第 72 条 の ３ 第 ３ 号 の 規 定 
 

の 適 用 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 同 号 中 「 100 分 の ３ 」 と あ る の は 
 

、 「 100 分 の ２ 」 と す る 。 
 

の 種 別 割 
 （ 軽 自 動 車 税     の 税 率 の 特 例 ） 
 

第 17 条  法 附 則 第 30 条 第 １ 項 に 規 定 す る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 す 

         最 初 の 第 71 条 の ２ 第 ３ 項 に 規 定 す る       
る 当 該 軽 自 動 車 が                    

         初 め て 道 路 運 送 車 両 法 第 60 条 第 １ 項 後 段 の 規 定 
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    車 両 番 号 の 指 定 
 に よ る        （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 初 回 車 両 番 号 指 定 

      
を 受 け た 月 か ら 起 算 し て 14 年 を 経 過 し た 月 の 属 す る 

」 と い う 。）  

               の 種 別 割 
 年 度 以 後 の 年 度 分 の 軽 自 動 車 税     に 係 る 第 73 条 第 ２ 号 の 規 
 

定 の 適 用 に つ い て は 、 当 分 の 間 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同

表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す

る 。 

   （ 表 省 略 ） 

                               
２  法 附 則 第 30 条 第 ３ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 す る 

                              
第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 車 が 平 成 28 年 

                               
４ 月 １ 日 か ら 平 成 29 年 ３ 月 31 日 ま で の 間 に 初 回 車 両 番 号 指 定 を 受 

                               
 け た 場 合 に お い て 、 平 成 29 年 度 分 の 軽 自 動 車 税 に 限 り 、 次 の 表 の 

                               
左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 

            
右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。 

                              

第73条第２号イ                3,900円            1,000円  

第73条第２号ウ                6,900円            1,800円  

         10,800円            2,700円  

          3,800円            1,000円  

          5,000円            1,300円  

                               
３  法 附 則 第 30 条 第 ４ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ ガ ソ リ 

                              
ン を 内 燃 機 関 の 燃 料 と し て 用 い る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同 じ 

                              
。） に 対 す る 第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 

                              
車 が 平 成 28 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 29 年 ３ 月 31 日 ま で の 間 に 初 回 車 両 

                              
番 号 指 定 を 受 け た 場 合 に お い て 、 平 成 29 年 度 分 の 軽 自 動 車 税 に 限 
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り 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ 

                   
れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。 

                              

第73条第２号イ                3,900円            2,000円  

第73条第２号ウ                6,900円            3,500円  

         10,800円            5,400円  

          3,800円            1,900円  

          5,000円            2,500円  

                               
４  法 附 則 第 30 条 第 ５ 項 各 号 に 掲 げ る ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 （ 前 項 の 

                              
規 定 の 適 用 を 受 け る も の を 除 く 。） に 対 す る 第 73 条 第 ２ 号 の 規 定 

                              
の 適 用 に つ い て は 、 当 該 軽 自 動 車 が 平 成 28 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 29  

                               
年 ３ 月 31 日 ま で の 間 に 初 回 車 両 番 号 指 定 を 受 け た 場 合 に お い て 、 

                               
平 成 29 年 度 分 の 軽 自 動 車 税 に 限 り 、 次 の 表 の 左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 

                              
同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の 右 欄 に 掲 げ る 字 句 と 

    
す る 。 

                              

第73条第２号イ                3,900円            3,000円  

第73条第２号ウ                6,900円            5,200円  

         10,800円            8,100円  

          3,800円            2,900円  

          5,000円            3,800円  

 

 

日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 び 安 全 保 障 

条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に 日 本 国 に お け る 
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合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 の 実 施 に 伴 う 横 浜 市 市 税 

条 例 の 臨 時 特 例 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ）  

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行)  

 （ こ の 条 例 の 目 的 ） 

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 

び 安 全 保 障 条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に 日 本 国 に お け 

る 合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 の 実 施 に 伴 う 地 方 税 法 の 臨 時 特 

例 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 27 年 法 律 第 119 号 。 以 下 「 特 例 法 」 と い う 

        基 づ き       の 種 別 割 
。） 第 ４ 条 の 規 定 に    、 軽 自 動 車 税     の 徴 収 等 に つ い 

        基 き 

て 横 浜 市 市 税 条 例 （ 昭 和 25 年 ８ 月 横 浜 市 条 例 第 34 号 ） の 特 例 を 規 

定 す る こ と を 目 的 と す る 。 

       の 種 別 割 
 （ 軽 自 動 車 税     の 徴 収 方 法 ）   
  

                           又 は   
第 ２ 条  特 例 法 第 ２ 条 に い う 合 衆 国 軍 隊 の 構 成 員 等 、 契 約 者 
                           ま た は 

 軍 人 用 販 売 機 関 等 が 所 有 す る 原 動 機 付 自 転 車 、 軽 自 動 車 、 小 型 特 

 殊 自 動 車 及 び ２ 輪 の 小 型 自 動 車 （ 以 下 「 軽 自 動 車 等 」 と い う 。）  

          の 種 別 割 
に 対 す る 軽 自 動 車 税     に つ い て は 、 横 浜 市 市 税 条 例 第 76 条 
 

の 規 定 に か か わ ら ず 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ り 徴 収 す る 。 

（ 証 紙 徴 収 の 手 続 ）   

第 ３ 条  前 条 に よ り 、 証 紙 徴 収 の 方 法 に よ り 徴 収 さ れ る 軽 自 動 車 税 

の 種 別 割      
の 納 税 義 務 者 は 、 ４ 月 中 に 、 横 浜 市 の 発 行 す る 証 紙 を 購 

 

          の 種 別 割 
入 し て そ の 軽 自 動 車 税     を 納 付 し な け れ ば な ら な い 。 

 

                       の 種 別 割 
２  前 項 の 規 定 に よ り 、 証 紙 を 購 入 し て 軽 自 動 車 税     を 納 付 
 

 し よ う と す る 者 は 、 そ の 証 紙 に 徴 税 吏 員 の 消 印 を 受 け な け れ ば な 

ら な い 。 

                    の 種 別 割 
３  前 ２ 項 に よ り 証 紙 を 購 入 し て 軽 自 動 車 税     を 納 付 し た 者 
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               の 種 別 割 
 は 、 そ の 翌 年 度 分 の 軽 自 動 車 税     を 納 付 す る 日 ま で の 間 に 
 

 お い て 軽 自 動 車 等 を 使 用 す る 場 合 に は 、 そ の 証 紙 を 携 帯 し 、 徴 税 

                提 示 し な け れ ば 
吏 員 の 請 求 が あ る と き は 、 こ れ を        な ら な い 。 

                呈 示 し な け れ ば 

 

横 浜 市 市 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行)  

   附  則 

   （ 第 １ 項 か ら 第 ７ 項 ま で 省 略 ） 

        附 則 第 17 条     
８  平 成 28 年 条 例         の 規 定 は 、 平 成 28 年 度 以 後 の 年 
        附 則 第 17 条 第 １ 項 

度 分 の 軽 自 動 車 税 に つ い て 適 用 す る 。 

９  平 成 15 年 10 月 14 日 前 に 初 め て 道 路 運 送 車 両 法 （ 昭 和 26 年 法 律 第

185 号 ） 第 60 条 第 １ 項 後 段 の 規 定 に よ る 車 両 番 号 の 指 定 を 受 け た 

                      の 種 別 割 
３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 し て 課 す る 軽 自 動 車 税     に 係 る 平 

 

      附 則 第 17 条                同 条 
成 28 年 条 例         の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、   中 「 

    附 則 第 17 条 第 １ 項             同 項 

受 け た 月 」 と あ る の は 、 「 受 け た 月 の 属 す る 年 の 12 月 」 と す る 。 

10  平 成 27 年 ３ 月 31 日 以 前 に 初 め て 道 路 運 送 車 両 法 第 60 条 第 １ 項 後 

 段 の 規 定 に よ る 車 両 番 号 の 指 定 を 受 け た ３ 輪 以 上 の 軽 自 動 車 に 対 

           の 種 別 割 
し て 課 す る 軽 自 動 車 税     に 係 る 新 条 例 第 73 条 第 ２ 号 及 び 平 

    

    附 則 第 17 条     
成 28 年 条 例         の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 次 の 表 の 

   附 則 第 17 条 第 １ 項 

左 欄 に 掲 げ る 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は 、 そ れ ぞ れ 同 表 の

右 欄 に 掲 げ る 字 句 と す る 。 

（ 省   略 ）  

      附則第17条  
平成28年条例       
      附則第17条第 

             
  の表以外の部分    
１項           

 

第73条第２号        横浜市市税条例の一部を  

改正する条例（平成26年  

６月横浜市条例第32号。  

以下この条において「新  
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  改正条例」という。）附  

則第10項の規定により読  

み替えて適用される第73  

条第２号        

      附則第17条  
平成28年条例       
      附則第17条第 

             
  の表第73条第２号イの 
１項  

項            

第73条第２号イ       新改正条例附則第10項の  

規定により読み替えて適  

用される第73条第２号イ  

          3,900円          3,100円  

      附則第17条  
平成28年条例       
      附則第17条第 

             
  の表第73条第２号ウの 
１項           

項            

第73条第２号ウ       新改正条例附則第10項の  

規定により読み替えて適  

用される第73条第２号ウ  

          6,900円          5,500円  

         10,800円          7,200円  

          3,800円          3,000円  

          5,000円          4,000円  

 


